
出資法人等経営評価書（公益法人等会計用） 整理番号 36 　　
　

　 平成29年7月１日現在
県所管部課

電話番号
Ｅ-mailアドレス　

千円 設立年月日

出資順位 出資額(千円)

1 300,000 37.3%

2 7,734 1.0%

3 6,450 0.8%

4 5,240 0.7%

5 4,620 0.6%

その他 480,267 59.7%

設　立
目　的

［事業の概要］ （単位：千円）

平成26年度平成27年度 28

21,415 20,350 17,181

69.8% 69.6% 70.4%

0.0% 0.0% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0%

9,284 8,887 7,221

30.2% 30.4% 29.6%

全体事業 30,699 29,237 24,402

100.0% 100.0% 100.0%

＜ から県民のみなさまへ＞

指定管理者

http://www.boutusui-ibaraki.or.jp

全体事業に占める割合

事業２

事業３

その他
事　業

主　　な
出資者

全体割合

事業1～3以外

平成4年6月16日

つくば市

出　　　　　　　資　　　　　　　者　　　　　　　名

　暴力団による不当な行為を予防するための広報活動を推進し，暴力団員による不当な行為について
の相談事業を行うとともに，暴力団員による不当な行為の被害者の救援を行うこと等により，暴力団員
による不当な行為の防止及びこれによる被害の救済を図り，犯罪の防止又は治安の維持を目的とす
る。

804,311

理事長　幡谷　祐一　（非常勤）

ホームページＵＲＬ

警察本部刑事部組織犯罪対策課

０２９－２２８－０８９３

info@boutsui-ibaraki.or.jp

事　　　業　　　名

茨城県

ひたちなか市など２，８０３団体

代　　表　　者　　名

　暴力団は，県民の平穏な日常生活・健全な経済活動の脅威となっています。
　当センターは，暴力のない安全で住みよい茨城県を実現するため，地域社会から暴力団追放に向けた事業活動
に取り組んでいます。
　特に相談事業については，誰もが気軽に相談でき，「相談して本当によかった」と言われるような，身近で頼りにな
るセンターを目指して活動しています。
　今後とも，警察・弁護士と連携しながら，右手に警察，左手に弁護士という体制のもとに，暴力団の被害に困ってい
る方の「駆け込み寺」となるべく暴力団排除活動に取り組んで参りたいと思います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成３０年２月　　理事長　島村　宏

出資比率

水戸市

日立市

内　　　　　　　　　　　　容

予防及び支援事業

古河市

全体事業に占める割合

公益財団法人茨城県暴力追放推進センター

［法人の概要］

公益財団法人茨城県暴力追放推進センター

全体事業に占める割合

事業１

　暴力団排除気運を醸成するための広報啓発事業
　公安委員会の委託を受け，県内各事業所から選任され
た不当要求防止責任者に対して行う講習事業
　暴力追放相談委員による，面接，電話等による暴力団
に関する相談事業
　暴力団排除にかかる組織活動支援事業など

全体事業に占める割合

所　　   在   　　地

資本金（基本財産）

水戸市三の丸１－５－３８

年度平成
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公益法人等会計用

[経営状況] 公益財団法人茨城県暴力追放推進センター(単位：千円）　
増減数
△ 2,749

基本財産運用益 △ 1,642
事業収益 △ 872
受取補助金等 200
その他収益 △ 435

経常費用 △ 4,836
事業費 △ 3,169
管理費 △ 1,667

うち役員人件費 △ 381
うち職員人件費 △ 1,573

0
2,087

△ 134
0

△ 134
0

一般正味財産増減額 1,953
△ 32,671
△ 12,363
△ 12,390

1,065
△ 13,455

△ 27
△ 27

0
0
0

△ 12,363
△ 13,455

補助金 0
委託料 △ 872

0
その他（分担金・負担金・出捐金等） 0

合　　　計 △ 872
財政的関与の割合（％） △ 2.0

0
0

合　　　計 0

増減P
0.8

△ 0.8
5.4
2.9

1242.3
0.0

［組織］

　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB 　 県派遣 県OB

常勤理事・監事 1 0 1 1 0 1 1 0 1 0
非常勤理事・監事 9 0 0 9 0 0 9 0 0 0

計 10 0 1 10 0 1 10 0 1 0
管理職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
一般職 4 0 3 4 0 3 4 0 3 0
嘱託・臨時職員等 1 0 0 0

計 5 0 3 4 0 3 4 0 3 0

千円

千円

正
味
財
産
増
減
計
算
書

経常増減額

14,463

△ 995

21,415 20,350

14,849

0

△ 1,921

0

555.5

14,571

922,277

9,906

17,181
8,887 7,220

0

1,092

12,890

認定法第15条に定める率

経常外増減額

0

10,989

平成27年度 平成28年度

0

13.3%

8,834
901,251

増減理由

プロパー職員平均給与（年額）

常勤役員平均報酬(年額)
１名のため個人情報となる報酬は非公開

0

73.0%

増減数

講習委託費削減

37.9%

講習委託費削減

891,381

備　考

0

0

2,893

0

909,914

70.4%

講習委託費削減

賛助会費減

0

910,085 基本財産評価損益

171
0

3,765

基本財産評価損益

9,471

4,918

0

5,299

0

171

24,401

増減理由
賛助会費減

基本財産評価損益

0

29,237

0

134

134

7,769

平成29年平成28年

0
0

0.0%

29.6%

35.1%
3923.7%

69.6%
30.4%

0
3,878

0

0
2,893

0
3,765

6,316
897,824

流動資産

198

0

922,277
885,619

0

903,922

3,765

固定負債

0

固定資産
負債合計

正味財産期末残高

0

922,475

914,706

流動負債

△ 861

0

うち長期借入金

218
0

△ 1,921

うち短期借入金

資産合計

経常外収益

評価損益等

198

10,329
30,699

14,571

9,284

一
般
正
味
財
産

904,140

0
経常外費用

指定正味財産増減額

13.5%

0

3,878

0

経常収益

3,878
0

28,778

5,365

0

人件費比率

主要経営指標

借入金残高／負債・正味財産合計

算式等

5166.1%
0.0%

2897.2%
0.0%

流動資産／流動負債　

69.8%

909,914

0

19,216

0

30代 40代

903,922

11.3%

67.6%

0

区　　　　　　分

12,929
2,893

200

平成27年度

1,092

平成28年度
28,242 25,493

平成26年度

歳54.3

平均年齢50代 合計

43

60代

平成27年

904,836

平成26年度

0

0

0

0

30.2%
65.8%
35.9%

年
当
期

プロパー職
員平均勤続

年数 0 0 01

常勤職員（嘱
託・臨時職員を
除く）の年齢構
成

～20代

７月１日現在の人数

流動比率

役員

　

職員

6.3

借入金比率

人件費／経常費用
自己収益額／経常収益自己収益比率

管理費比率

貸付金

損失補償・債務保証契約に係る債務残高（期末）

管理費／経常費用

借入金残高（期末）

県
財
政
関
与
状
況

公益目的事業比率

0 00法人税・住民税・事業税

貸
借
対
照
表

基本財産充当額
正味財産合計

218

△ 13,455
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今後の事業展開の方向

　最近の暴力団情勢は，警察の取締りに加え，暴対法改正や暴排条例の施行によ
り，社会全体における暴力団排除活動が活発化したことで，全国的に暴力団構成員
の数は減少傾向にあるものの，偽装離脱や組織実態を隠ぺいするなど不透明化が一
層進んでいる。また，暴力団の資金面においては，麻薬の密売や恐喝といった旧来
の資金獲得犯罪の他に，ニセ電話詐欺等の新たな資金獲得犯罪も増加している。こ
うした情勢を踏まえ，当センターとしては，これまで以上に，効果的な広報活動を
展開し，センターに対する知名度向上を図ると共に，県内各地における暴力団排除
活動を積極的に支援するなど，暴力団等反社会的勢力対策の中心的役割を果たせる
ような事業活動を展開していく。

　中心事業である不当
要求防止責任者講習事
業については，事例を
挙げながら効果的な講
習を行い，各事業所の
責任者に対し，不当要
求に対し適切に対応で
きる技術を習得させる
よう努めている。ま
た，暴追センターの知
名度向上に向け，より
効果的な広報活動を
行っていく。

［評点集計］

効率性 10

組織運営健全性

評価の視点

目的適合性 14

18

15

［法人の自己評価（経営概況，経営上の課題・対策等）］

目的適合性 計画性 組織運営健全性

合計

10 18

満点

20

20

20

計画性

10

評価項目数

9

8

評点

公益法人等会計用
公益財団法人茨城県暴力追放推進センター

警　戒　指　標

財務健全性

得点率

70%

90%

75%

17

95

15

72

9

46 76%

56%

88%

《評価の視点》

　県民の暴排意識を高
め暴力団のない地域社
会を実現するため，各
年度の事業計画及び中
長期経営計画を分析
し，その結果に基づい
た健全な経営に努め
る。

　業務規程等が整備
され，内部牽制が図
られている。コンプ
ライアンス規程及び
マニュアルに基づ
き，職員が健全に業
務を推進出来るよう
内部管理体制を確立
している。

組織運営健全性

組織,人事,財務等の内部管理体
制が適切に整備･運用され,かつ
情報公開による透明性の確保が
適切か

目的適合性

計画性

組織の管理運営上における人
的・物的な経営資源が有効活用
されているか

効率性

法人が行っている事業と当初の
設立目的が適合しているか

経営目的，経営方針が各種計画
に反映され，計画・実行・見直
しが行われているか

財務健全性

　事務費の削減や広
報用パンフレット及
び講習用読本など物
品購入に際しては，
数社から見積もりを
取ることで徹底した
経費削減に努めてい
る。

　公認会計士による年
２回の監事監査を受け
るなど，財務部門の強
化を図っている。

法人の財務体質が健全である
か，また，各事業の採算性がと
れているか

財務健全性効率性

0%

20%

40%

60%

80%

100%
目的適合性

計画性

組織運営の健全性効率性

財務の健全性

経営評価
ﾚｰﾀﾞｰﾁｬｰﾄ
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［法人担当課の意見］

1

2

1

2

1

2

［総合評価］

区分

平均目標達成度 86.3%

総合的所見等
に係る対応

　法人の業務は，暴力団に関する相談と不当要求防止責任者講習の実施が中心とな
るが，責任者講習については，受講対象となる選任事業所の拡大を図ると共に，具
体的事例を交えた実践的な講習を実施するよう指導していく。
　暴力追放活動を行う法人として，各種機会を捉え暴力団排除活動への積極的な支
援を行い，県民にとって最も身近な存在となるよう効果的な広報活動を展開すると
共に，安定した事業を実施するためにも，業務活動に賛同してくださる賛助会員を
募集して，より財政基盤の充実を図るよう指導していく。

効率性 財務健全性

総合的所見等

　暴力団の対立による事件の発生などから県民の不安が高まっている中，法人への
相談件数が増加している。
　安全で安心できる地域社会の実現という法人の果たす役割は大きくなっているた
め，暴力団員からの不当要求についての相談対応，不当要求防止責任者講習会の開
催等，引き続き幅広い暴力追放活動を実施されたい。
　基本財産運用益が減少している中，安定した事業を実施するため，引き続き賛助
会員の拡充，寄附金の募集，助成金の獲得等に努め，財政基盤の充実を図られた
い。

987

効
率
性

64.2% 1,500

1,000 946 94.6%健
全
性

賛助会費獲得 万円 1,032 1,000

879

H27実績

100.0% 880

責任者講習 人 2,360 2,424 2,300 1,476

単位 H26実績 H29目標値

経
営
目
標

事
業
成
果

暴力団相談 件 711 810 750

取組みを強化すべき視点 目的適合性 計画性 組織運営健全性

法人担当課の意見

　県民による暴力団排除気運の高まる中，暴力団に関する各種相談，事業者から選任された
責任者に対し公安委員会の委託を受けて行う不当要求防止責任者講習を中心とした業務は，
専門的知識を要する特殊な業務であり，暴追センターの担う役割は大きいものがある。県民
の要望に応えるのは，これまで以上に，暴追センターの認知度を向上させる必要があり，引
き続き，県民に対する効果的な広報活動を実施し，暴追センターの事業内容や必要性を周知
させると共に，県民の要望に沿った活動を行うよう指導していく。

H28実績 達成度(%)指　　標　　名

財務健全性
　公安委員会の委託を
受けて行う不当要求防
止責任者講習や暴力団
に関する相談業務を中
心に，県内各地の暴力
団排除を推進する団体
等に対する支援も積極
的に行っており，法人
の設立目的と適合して
いる。

　毎年度の事業計画及
び中長期計画に基づい
た経営がなされてい
る。今後も目標達成に
向け，効果的な広報活
動を行い，暴追セン
ターの認知度向上，賛
助会員の獲得に努める
など，一層の努力が必
要である。

　コンプライアンス規
程及びマニュアルを整
備し，職員に周知を図
るなどの法令遵守を徹
底している。職員の人
材育成のための各種研
修会等に参加させ，専
門知識の向上に努める
など，健全な運営がな
されている。

　賛助会員の獲得等
による更なる財政基
盤が強化が課題であ
る。

　監事に公認会計士を
登用し，年２回の監事
監査を受けるなど，監
事体制が強化されてお
り，財務の健全性が保
たれている。

目的適合性

28

計画性 組織運営健全性 効率性

改善の余地あり概ね良好 大いに改善を要する改善措置が必要

H 目標値
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